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(57)【要約】
【課題】高いコントラスト比を示す液晶パネル、および
該液晶パネルを含む液晶表示装置を提供すること。
【解決手段】第１の偏光子と、第１の光学補償層と、液
晶セルと、第２の光学補償層と、第２の偏光子とを視認
側からこの順に備え、該第１の光学補償層および該第２
の光学補償層が、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有し
、該第２の偏光子の透過率（Ｔ２）が、該第１の偏光子
の透過率（Ｔ１）よりも大きい、液晶パネル。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の偏光子と、第１の光学補償層と、液晶セルと、第２の光学補償層と、第２の偏光
子とを視認側からこの順に備え、
　該第１の光学補償層および該第２の光学補償層が、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有
し、
　該第２の偏光子の透過率（Ｔ２）が、該第１の偏光子の透過率（Ｔ１）よりも大きい、
液晶パネル。
【請求項２】
　前記第１の光学補償層および前記第２の光学補償層の光弾性係数の絶対値が、４０×１
０－１２（ｍ２／Ｎ）以下である、請求項１に記載の液晶パネル。
【請求項３】
　前記第１の光学補償層および前記第２の光学補償層が、環状オレフィン系樹脂またはセ
ルロース系樹脂を含有する高分子フィルムである、請求項１または２に記載の液晶パネル
。
【請求項４】
　前記第２の偏光子の透過率（Ｔ２）と、前記第１の偏光子の透過率（Ｔ１）との差（Δ
Ｔ＝Ｔ２－Ｔ１）が、０．１％～６．０％である、請求項１～３のいずれかに記載の液晶
パネル。
【請求項５】
　前記液晶セルが、ホメオトロピック配列に配向させた液晶分子を含む、請求項１～４の
いずれかに記載の液晶パネル。
【請求項６】
　前記第１の偏光子の透過率（Ｔ１）が、３８．３％～４３．３％である、請求項１～５
のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項７】
　前記第２の偏光子の透過率（Ｔ２）が、４１．１％～４４．３％である、請求項１～６
のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項８】
　前記第１の偏光子および前記第２の偏光子の少なくとも一方の偏光度が、９９％以上で
ある、請求項１～７のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項９】
　前記第１の偏光子および前記第２の偏光子の少なくとも一方が、ヨウ素を含有するポリ
ビニルアルコール系樹脂を含む、請求項１～８のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項１０】
　前記第１の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ１）と、前記第２の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ２

）との差（ΔＩ＝Ｉ１－Ｉ２）が、０．１重量％～２．６重量％である、請求項９に記載
の液晶パネル。
【請求項１１】
　前記第１の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ１）および前記第２の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ

２）の少なくとも一方が、１．８重量％～５．０重量％である、請求項９または１０に記
載の液晶パネル。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれかに記載の液晶パネルを含む、液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、所定の屈折率分布を有する２つの光学補償層と、透過率が調整された２つの
偏光子とを備える液晶パネルに関する。
【背景技術】
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【０００２】
　液晶表示装置（以下、ＬＣＤ）は、液晶分子の電気光学特性を利用して、文字や画像を
表示する装置である。ＬＣＤは、通常、液晶セルの両側に偏光板が配置された液晶パネル
が用いられており、例えば、ノーマリーブラック方式では、電圧無印加状態で黒画像を表
示することができる。ＬＣＤは、正面および斜め方向のコントラスト比が低いという課題
がある。この課題を解決するために、位相差フィルムを用いた液晶パネルが開示されてい
る（例えば、特許文献１参照）。しかしながら、市場からは、さらなるＬＣＤの高性能化
が切望されており、その１つとして、文字や画像を鮮明に描くことのできる、より高いコ
ントラスト比を示す液晶パネルが求められている。
【特許文献１】特許第３６４８２４０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明は上記課題を解決するためになされたものであり、その目的とするところは、高
いコントラスト比を示す液晶パネル、および該液晶パネルを含む液晶表示装置を提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明の液晶パネルは、第１の偏光子と、第１の光学補償層と、液晶セルと、第２の光
学補償層と、第２の偏光子とを視認側からこの順に備え、該第１の光学補償層および該第
２の光学補償層が、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有し、該第２の偏光子の透過率（Ｔ

２）が、該第１の偏光子の透過率（Ｔ１）よりも大きい。
【０００５】
　好ましい実施形態においては、上記第１の光学補償層および上記第２の光学補償層の光
弾性係数の絶対値が、４０×１０－１２（ｍ２／Ｎ）以下である。
【０００６】
　好ましい実施形態においては、上記第１の光学補償層および上記第２の光学補償層が、
環状オレフィン系樹脂またはセルロース系樹脂を含む高分子フィルムである。
【０００７】
　好ましい実施形態においては、上記第２の偏光子の透過率（Ｔ２）と、上記第１の偏光
子の透過率（Ｔ１）との差（ΔＴ＝Ｔ２－Ｔ１）が、０．１％～６．０％である。
【０００８】
　好ましい実施形態においては、上記液晶セルが、ホメオトロピック配列に配向させた液
晶分子を含む。
【０００９】
　好ましい実施形態においては、上記第１の偏光子の透過率（Ｔ１）が、３８．３％～４
３．３％である。
【００１０】
　好ましい実施形態においては、上記第２の偏光子の透過率（Ｔ２）が、４１．１％～４
４．３％である。
【００１１】
　好ましい実施形態においては、上記第１の偏光子および上記第２の偏光子の少なくとも
一方の偏光度が、９９％以上である。
【００１２】
　好ましい実施形態においては、上記第１の偏光子および上記第２の偏光子の少なくとも
一方が、ヨウ素を含有するポリビニルアルコール系樹脂を含む。
【００１３】
　好ましい実施形態においては、上記第１の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ１）と、上記第２
の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ２）との差（ΔＩ＝Ｉ１－Ｉ２）が、０．１重量％～２．６
重量％である。
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【００１４】
　好ましい実施形態においては、上記第１の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ１）および上記第
２の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ２）の少なくとも一方が、１．８重量％～５．０重量％で
ある。
【００１５】
　本発明の別の局面によれば、液晶表示装置が提供される。この液晶表示装置は、上記液
晶パネルを含む。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、高いコントラスト比を示す液晶パネル、および該液晶パネルを含む液
晶表示装置が提供され得る。このような効果は、液晶セルの両側に、透過率が調整された
偏光子と、所定の屈折率分布を有する光学補償層とを配置することによって得ることがで
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
＜用語および記号の定義＞
　本明細書における用語および記号の定義は下記の通りである。
（１）偏光子の透過率
　透過率（Ｔ）は、ＪｌＳ　Ｚ　８７０１－１９８２の２度視野（Ｃ光源）により、視感
度補正を行ったＹ値である。
（２）屈折率（ｎｘ、ｎｙ、ｎｚ）：
　「ｎｘ」は面内の屈折率が最大となる方向（すなわち、遅相軸方向）の屈折率であり、
「ｎｙ」は面内で遅相軸と直交する方向（すなわち、進相軸方向）の屈折率であり、「ｎ
ｚ」は厚み方向の屈折率である。
（３）面内の位相差値：
　面内の位相差値（Ｒｅ［λ］）は、２３℃で波長λ（ｎｍ）におけるフィルムの面内の
位相差値をいう。Ｒｅ［λ］は、フィルムの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、Ｒｅ［λ］＝
（ｎｘ－ｎｙ）×ｄによって求められる。本明細書において、面内の位相差値（Ｒｅ［λ
］）に付される添え字の「１」は第１の光学補償層を表し、添え字の「２」は第２の光学
補償層を表し、添え字の「ＬＣ」は液晶セルを表す。例えば、第１の光学補償層の面内位
相差をＲｅ１と示す。
（４）厚み方向の位相差値：
　厚み方向の位相差値（Ｒｔｈ［λ］）は、２３℃で波長λ（ｎｍ）におけるフィルムの
厚み方向の位相差値をいう。Ｒｔｈ［λ］は、フィルムの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、
Ｒｔｈ［λ］＝（ｎｘ－ｎｚ）×ｄによって求められる。本明細書において、厚み方向の
位相差値（Ｒｔｈ［λ］）に付される添え字の「１」は第１の光学補償層を表し、添え字
の「２」は第２の光学補償層を表し、添え字の「ＬＣ」は液晶セルを表す。例えば、第１
の光学補償層の厚み方向の位相差をＲｔｈ１と示す。
（５）Ｎｚ係数：
　Ｎｚ係数は、式；Ｒｔｈ［５９０］／Ｒｅ［５９０］により算出される値である。
（６）本明細書において、「ｎｘ＝ｎｙ」または「ｎｙ＝ｎｚ」と記載するときは、これ
らが完全に同一である場合だけでなく、実質的に同一である場合を包含する。したがって
、例えば、ｎｘ＝ｎｙと記載する場合は、Ｒｅ［５９０］が１０ｎｍ未満である場合を包
含する。
（７）本明細書において「実質的に直交」とは、光学的な２つの軸のなす角度が、９０°
±２°である場合を包含し、好ましくは９０°±１°である。「実質的に平行」とは、光
学的な２つの軸のなす角度が、０°±２°である場合を包含し、好ましくは０°±１°で
ある。
【００１８】
＜Ａ．液晶パネルの概要＞
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　本発明の液晶パネルは、第１の偏光子と、第１の光学補償層と、液晶セルと、第２の光
学補償層と、第２の偏光子とを視認側からこの順に備える。第１の光学補償層および第２
の光学補償層は、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有する。第２の偏光子の透過率（Ｔ２

）は、第１の偏光子の透過率（Ｔ１）よりも大きい。このような液晶パネルは、従来の液
晶パネル（代表的には、液晶セルの両側に配置した２枚の偏光子の透過率が同一であるも
の）に比べて、コントラスト比が格段に高いという特徴を有する。このように、液晶セル
の両側に、透過率の調整された偏光子と、所定の屈折率分布を有する光学補償層とを配置
することにより、コントラスト比が大きく向上することは、本発明者らによって初めて見
出された知見であり、予期せぬ優れた効果である。
【００１９】
　上記第２の偏光子の透過率（Ｔ２）と、上記第１の偏光子の透過率（Ｔ１）との差（Δ
Ｔ＝Ｔ２－Ｔ１）は、好ましくは０．１％～６．０％であり、さらに好ましくは０．１％
～４．５％であり、特に好ましくは０．２％～３．０％であり、最も好ましくは０．２％
～１．５％である。上記範囲の透過率の差を有する２枚の偏光子を用いることによって、
コントラスト比、特に正面方向のコントラスト比がより高い液晶パネルを得ることができ
る。
【００２０】
　図１は、本発明の液晶パネルの好ましい一例を説明する概略断面図である。液晶パネル
１００は、第１の偏光子３０と、第１の光学補償層４０と、液晶セル５０と、第２の光学
補償層６０と、第２の偏光子７０とを、視認側からこの順で有する。図示例は、バックラ
イトを有する透過型液晶パネルを説明しているが、本発明はバックライトを有さない反射
型液晶パネルにも適用され得る。図示しないが、必要に応じて、第１の偏光子３０と第１
の光学補償層４０との間に第１の保護層が設けられ、第１の偏光子３０の第１の光学補償
層４０の反対側に第２の保護層が設けられる。また、図示しないが、必要に応じて、第２
の偏光子７０と第２の光学補償層６０との間に第３の保護層が設けられ、第２の偏光子７
０の第２の光学補償層６０の反対側に第４の保護層が設けられる。第１の保護層（第３の
保護層）を設けない場合、第１の光学補償層４０（第２の光学補償層６０）は、第１の偏
光子３０（第２の偏光子７０）の保護層としても機能し得る。第１の光学補償層４０（第
２の光学補償層６０）が保護層として機能することで、液晶パネルの薄型化に寄与し得る
。上記それぞれの光学補償層、偏光子、液晶セルおよび保護層は、任意の適切な粘着剤層
または接着剤層を介して貼り合わせられている。
【００２１】
　上記液晶パネル１００において、第１の偏光子３０と第２の偏光子７０とは、代表的に
は、互いの吸収軸が実質的に直交するようにして配置されている。
【００２２】
　上記第１の光学補償層４０は、目的、パネルの構成等に応じて、その遅相軸が第１の偏
光子３０の吸収軸に対して任意の適切な角度を規定するように配置される。例えば、第１
の偏光子３０および第１の光学補償層４０は、その吸収軸と遅相軸とが実質的に直交にな
るように配置される。このような特定の位置関係で第１の偏光子３０および第１の光学補
償層４０が配置されることにより、コントラスト比が向上され得る。
【００２３】
　上記第２の光学補償層６０は、目的、パネルの構成等に応じて、その遅相軸が第１の偏
光子３０の吸収軸に対して任意の適切な角度を規定するように配置される。例えば、第１
の偏光子３０および第２の光学補償層６０は、その吸収軸と遅相軸とが実質的に平行にな
るように配置される。言い換えれば、第１の光学補償層４０と第２の光学補償層６０とは
、それぞれの遅相軸が実質的に直交するように配置される。このような特定の位置関係で
第１の偏光子３０および第２の光学補償層６０が配置されることにより、コントラスト比
が向上され得る。
【００２４】
　上記液晶パネルは、好ましくは、ノーマリーブラック方式である。なお、本明細書にお
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いて「ノーマリーブラック方式」とは、電圧無印加時に透過率が最小（画面が黒くなる状
態）になり、電圧印加時に透過率が高くなるように設計されている液晶パネルをいう。本
発明のコントラスト比が向上する効果は、電圧無印加時に黒表示を行う、ノーマリーブラ
ック方式の液晶パネルにおいて、特に顕著である。透過率の異なる２枚の偏光子および２
枚の光学補償層を用いて得られる効果が、液晶分子の駆動により阻害されないためである
と考えられる。
【００２５】
＜Ｂ．液晶セル＞
　本発明に用いられる液晶セルとしては、任意の適切なものが採用され得る。上記液晶セ
ルとしては、例えば、薄膜トランジスタを用いたアクティブマトリクス型のものや、スー
パーツイストネマチック液晶表示装置に採用されているような、単純マトリクス型のもの
等が挙げられる。
【００２６】
　上記液晶セルは、好ましくは、一対の基板５１、５２と、該一対の基板に挟持された表
示媒体としての液晶層５３を有する。一方の基板（アクティブマトリクス基板）には、液
晶の電気光学特性を制御するスイッチング素子（代表的には、ＴＦＴ）と、このスイッチ
ング素子にゲート信号を与える走査線およびソース信号を与える信号線とが設けられる。
他方の基板（カラーフィルター基板）には、カラーフィルターが設けられる。
【００２７】
　上記カラーフィルターは、上記アクティブマトリクス基板に設けてもよい。あるいは、
フィールドシーケンシャル方式のように液晶表示装置の照明手段にＲＧＢ３色光源（さら
に、多色の光源を含んでいてもよい）が用いられる場合は、上記カラーフィルターは省略
され得る。２つの基板の間隔は、スペーサー５４によって制御される。各基板の液晶層と
接する側には、例えば、ポリイミドからなる配向膜が設けられる。あるいは、例えば、パ
ターニングされた透明電極によって形成されるフリンジ電界を利用して、液晶分子の初期
配向が制御される場合には、上記配向膜は省略され得る。
【００２８】
　上記液晶セルは、好ましくは、ホメオトロピック配列に配向させた液晶分子を含む。本
明細書において、「ホメオトロピック配列」とは、液晶分子の配向ベクトルが、配向処理
された基板と液晶分子の相互作用の結果、基板平面に対し、垂直（法線方向に）に配向し
た状態のものをいう。なお、上記ホメオトロピック配列は、液晶分子の配向ベクトルが、
基板法線方向に対し、わずかに傾いている場合、すなわち液晶分子がプレチルトを有する
場合も包含される。液晶分子がプレチルトを有する場合は、そのプレチルト角（基板法線
からの角度）は、好ましくは５°以下である。プレチルト角を上記範囲とすることによっ
て、コントラスト比の高い液晶表示装置が得られ得る。
【００２９】
　上記液晶セルは、好ましくは、屈折率楕円体がｎｚ＞ｎｘ＝ｎｙの関係を有する。屈折
率楕円体がｎｚ＞ｎｘ＝ｎｙの関係を有する液晶セルを用いる駆動モードとしては、例え
ば、バーティカル・アライメント（ＶＡ）モード、ツイスティッド・ネマチック（ＴＮ）
モード、垂直配向型電界制御複屈折（ＥＣＢ）モード、光学補償複屈折（ＯＣＢ）モード
等が挙げられる。好ましくは、上記液晶セルは、バーティカル・アライメント（ＶＡ）モ
ードである。
【００３０】
　図２は、ＶＡモードにおける液晶分子の配向状態を説明する概略断面図である。図２（
ａ）に示すように、電圧無印加時には、液晶分子は基板５１、５２面に垂直に配向する。
このような垂直配向は、垂直配向膜（図示せず）を形成した基板間に負の誘電率異方性を
有するネマチック液晶を配することにより実現され得る。このような状態で一方の基板５
１の面から光を入射させると、第２の偏光子７０を通過して液晶層５３に入射した直線偏
光の光は、垂直配向している液晶分子の長軸の方向に沿って進む。液晶分子の長軸方向に
は複屈折が生じないため入射光は偏光方位を変えずに進み、第２の偏光子７０と直交する
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吸収軸を有する第１の偏光子３０で吸収される。これにより電圧無印加時において暗状態
の表示が得られる（ノーマリーブラックモード）。図２（ｂ）に示すように、電極間に電
圧が印加されると、液晶分子の長軸が基板面に平行に配向する。この状態の液晶層５３に
入射した直線偏光の光に対して液晶分子は複屈折性を示し、入射光の偏光状態は液晶分子
の傾きに応じて変化する。所定の最大電圧印加時において液晶層を通過する光は、例えば
その偏光方位が９０°回転させられた直線偏光となるので、第１の偏光子３０を透過して
明状態の表示が得られる。再び電圧無印加状態にすると配向規制力により暗状態の表示に
戻すことができる。また、印加電圧を変化させて液晶分子の傾きを制御して第１の偏光子
３０からの透過光強度を変化させることにより階調表示が可能となる。
【００３１】
　上記ＶＡモードの液晶セルは、例えば、特開平１１－２５８６０５号公報に記載されて
いるように、電極にスリットを形成したものや、表面に突起を形成した基材を用いること
によって、マルチドメイン化したものであってもよい。
【００３２】
　上記液晶セルの、電界が存在しない状態におけるＲｔｈＬＣ［５９０］は、好ましくは
－５００ｎｍ～－２００ｎｍであり、さらに好ましくは－４００ｎｍ～－２００ｎｍであ
る。上記ＲｔｈＬＣ［５９０］は、液晶分子の複屈折率とセルギャップによって、適宜、
設定される。上記液晶セルのセルギャップ（基板間隔）は、通常、１．０μｍ～７．０μ
ｍである。
【００３３】
＜Ｃ．偏光子＞
　本発明に用いられる偏光子（第１の偏光子および第２の偏光子）は、透過率がＴ２＞Ｔ

１の関係を満足するものであれば、任意の適切なものが採用され得る。本明細書において
「偏光子」は、自然光または偏光を直線偏光に変換する光学素子をいう。好ましくは、偏
光子は、入射する光を直交する２つの偏光成分に分離し、一方の偏光成分を透過させ、他
方の偏光成分を、吸収、反射および／または散乱させる機能を有する。
【００３４】
　第１の偏光子は液晶セルの視認側に配置され、第２の偏光子はその反対側（例えば、バ
ックライト側）に配置される。透過率の高い偏光子をバックライト側に配置することによ
り、より多くの光が液晶セルに入射するので、白画像やカラー表示において、高い輝度（
白輝度）を得ることができる。一方、透過率の低い偏光子を視認側に配置することにより
、入射した光が視認側に漏れにくくなるので、黒画像を表示するときは、輝度（黒輝度）
を低く抑えることができる。その結果、コントラスト比の高い液晶パネルを得ることがで
きる。
【００３５】
　上記第１の偏光子の透過率（Ｔ１）は、好ましくは３８．３％～４３．３％であり、さ
らに好ましくは３８．６％～４３．２％であり、特に好ましくは３８．９％～４３．１％
であり、最も好ましくは３９．２％～４３．０％である。Ｔ１を上記の範囲にすることに
よって、より一層、正面方向のコントラスト比が高い液晶表示装置を得ることができる。
【００３６】
　上記第２の偏光子の透過率（Ｔ２）は、好ましくは４１．１％～４４．３％であり、さ
らに好ましくは４１．４％～４４．３％であり、特に好ましくは４１．７％～４４．２％
であり、最も好ましくは４２．０％～４４．２％である。Ｔ２を上記の範囲にすることに
よって、より一層、正面方向のコントラスト比が高い液晶表示装置を得ることができる。
【００３７】
　上記偏光子の透過率（Ｔ１、Ｔ２）は、好ましくは、液晶セルの駆動モードや用途等に
合せて、正面方向のコントラスト比が高くなるように、適切に調整される。偏光子の透過
率を増加または減少させる方法としては、例えば、上記偏光子が、ヨウ素を含有するポリ
ビニルアルコール系樹脂を主成分とする場合、偏光子中のヨウ素の含有量を調整する方法
が挙げられる。具体的には、偏光子中のヨウ素の含有量を増加させると、偏光子の透過率
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を低くすることができ、偏光子中のヨウ素の含有量を減少させると、偏光子の透過率を高
くすることができる。なお、この方法は、ロール状の偏光子の作製にも、毎葉の偏光子の
作製にも適用可能である。なお、上記偏光子の作製方法については、後述する。
【００３８】
　上記第１の偏光子および／または上記第２の偏光子の偏光度（Ｐ）は、好ましくは９９
％以上であり、さらに好ましくは９９．５％以上であり、さらに好ましくは９９．８％で
ある。偏光度（Ｐ）を上記の範囲にすることによって、より一層、正面方向のコントラス
ト比が高い液晶表示装置を得ることができる。
【００３９】
　上記偏光度は、分光光度計［村上色彩技術研究所（株）製　製品名「ＤＯＴ－３」］を
用いて測定することができる。上記偏光度の具体的な測定方法としては、上記偏光子の平
行透過率（Ｈ０）および直交透過率（Ｈ９０）を測定し、式：偏光度（％）＝｛（Ｈ０－
Ｈ９０）／（Ｈ０＋Ｈ９０）｝１／２×１００より求めることができる。上記平行透過率
（Ｈ０）は、同じ偏光子２枚を互いの吸収軸が平行となるように重ね合わせて作製した平
行型積層偏光子の透過率の値である。また、上記直交透過率（Ｈ９０）は、同じ偏光子２
枚を互いの吸収軸が直交するように重ね合わせて作製した直交型積層偏光子の透過率の値
である。なお、これらの透過率は、ＪｌＳ　Ｚ　８７０１－１９８２の２度視野（Ｃ光源
）により、視感度補正を行ったＹ値である。
【００４０】
　代表的には、第１の偏光子および第２の偏光子は、それぞれヨウ素を含有するポリビニ
ルアルコール系樹脂を主成分とする。上記偏光子は、通常、ヨウ素を含有するポリビニル
アルコール系樹脂を主成分とする高分子フィルムを延伸して得ることができる。このよう
な偏光子は、光学特性に優れる。
【００４１】
　上記第１の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ１）と上記第２の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ２）
との関係は、好ましくは、Ｉ１＞Ｉ２である。上記第１の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ１）
と、上記第２の偏光子のヨウ素含有量（Ｉ２）との差（ΔＩ＝Ｉ１－Ｉ２）は、好ましく
は０．１重量％～２．６重量％であり、さらに好ましくは０．１重量％～２．０重量％で
あり、特に好ましくは０．１重量％～１．４重量％であり、最も好ましくは０．１５重量
％～０．８重量％である。各偏光子のヨウ素含有量の関係を上記の範囲とすることによっ
て、好ましい範囲の透過率の関係を有する偏光子が得られ、正面方向のコントラスト比が
高い液晶パネルを得ることができる。
【００４２】
　上記第１の偏光子および上記第２の偏光子のヨウ素含有量は、それぞれ、好ましくは１
．８重量％～５．０重量％であり、さらに好ましくは２．０重量％～４．０重量％である
。上記第１の偏光子のヨウ素含有量は、好ましくは２．３重量％～５．０重量％であり、
さらに好ましくは２．５重量％～４．５重量％であり、特に好ましくは２．５重量％～４
．０重量％である。上記第２の偏光子のヨウ素含有量は、好ましくは１．８重量％～３．
５重量％であり、さらに好ましくは１．９重量％～３．２重量％であり、特に好ましくは
２．０重量％～２．９重量％である。各偏光子のヨウ素含有量を上記の範囲とすることに
よって、好ましい範囲の透過率の偏光子が得られ、正面方向のコントラスト比が高い液晶
パネルを得ることができる。
【００４３】
　好ましくは、上記第１の偏光子および上記第２の偏光子は、それぞれ、カリウムをさら
に含有する。上記カリウム含有量は、好ましくは０．２重量％～１．０重量％であり、さ
らに好ましくは０．３重量％～０．９重量％であり、特に好ましくは０．４重量％～０．
８重量％である。カリウム含有量を上記範囲とすることによって、好ましい範囲の透過率
を有し、かつ、偏光度が高い偏光子を得ることができる。
【００４４】
　好ましくは、上記第１の偏光子および前記第２の偏光子は、それぞれ、ホウ素をさらに
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含有する。上記ホウ素含有量は、好ましくは０．５重量％～３．０重量％であり、さらに
好ましくは１．０重量％～２．８重量％であり、特に好ましくは１．５重量％～２．６重
量％である。ホウ素含有量を上記範囲とすることによって、好ましい範囲の透過率を有し
、かつ、偏光度が高い偏光子を得ることができる。
【００４５】
　上記ポリビニルアルコール系樹脂は、ビニルエステル系モノマーを重合して得られるビ
ニルエステル系重合体をケン化することによって得ることができる。上記ポリビニルアル
コール系樹脂のケン化度は、好ましくは９５．０モル％～９９．９モル％である。上記ケ
ン化度は、ＪＩＳ　Ｋ　６７２６－１９９４に準じて求めることができる。ケン化度が上
記の範囲であるポリビニルアルコール系樹脂を用いることによって、耐久性に優れた偏光
子が得られ得る。
【００４６】
　上記ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は、目的に応じて、適宜、適切な値が選
択され得る。上記平均重合度は、好ましくは１２００～３６００である。なお、平均重合
度は、ＪＩＳ　Ｋ　６７２６－１９９４に準じて求めることができる。
【００４７】
　上記ポリビニルアルコール系樹脂を主成分とする高分子フィルムを得る方法としては、
任意の適切な成形加工法が採用され得る。上記成形加工法としては、例えば、特開２００
０－３１５１４４号公報［実施例１］に記載の方法が挙げられる。
【００４８】
　上記ビニルアルコール系ポリマーを主成分とする高分子フィルムは、好ましくは、可塑
剤および／または界面活性剤を含有する。上記可塑剤としては、例えば、エチレングリコ
ールやグリセリン等の多価アルコールが挙げられる。上記界面活性剤としては、例えば、
非イオン界面活性剤が挙げられる。上記可塑剤および界面活性剤の含有量は、好ましくは
ビニルアルコール系ポリマー１００重量部に対して、１を超え１０重量部である。上記多
価アルコールおよび界面活性剤は、偏光子の染色性や延伸性をより一層向上させる目的で
使用される。
【００４９】
　上記ポリビニルアルコール系樹脂を主成分とする高分子フィルムは、市販のフィルムを
そのまま用いることもできる。市販のポリビニルアルコール系樹脂を主成分とする高分子
フィルムとしては、例えば、（株）クラレ製　商品名「クラレビニロンフィルム」、東セ
ロ（株）製　商品名「トーセロビニロンフィルム」、日本合成化学工業（株）製　商品名
「日合ビニロンフィルム」等が挙げられる。
【００５０】
　偏光子の製造方法の一例について、図３を参照して説明する。図３は、本発明に用いら
れる偏光子の代表的な製造工程の概念を示す模式図である。例えば、ポリビニルアルコー
ル系樹脂を主成分とする高分子フィルム３０１は、繰り出し部３００から繰り出され、純
水を含む膨潤浴３１０、およびヨウ素水溶液を含む染色浴３２０に浸漬され、速比の異な
るロール３１１、３１２、３２１および３２２でフィルム長手方向に張力を付与されなが
ら、膨潤処理および染色処理が施される。次に、膨潤処理および染色処理されたフィルム
は、ヨウ化カリウムを含む第１の架橋浴３３０中および第２の架橋浴３４０中に浸漬され
、速比の異なるロール３３１、３３２、３４１および３４２でフィルムの長手方向に張力
を付与されながら、架橋処理および最終的な延伸処理が施される。架橋処理されたフィル
ムは、ロール３５１および３５２によって、純水を含む水洗浴３５０中に浸漬され、水洗
処理が施される。水洗処理されたフィルムは、乾燥手段３６０で乾燥されることにより、
水分率が、例えば１０％～３０％に調節され、巻き取り部３８０にて巻き取られる。偏光
子３７０は、これらの工程を経て、上記ポリビニルアルコール系樹脂を主成分とする高分
子フィルムを元長の５倍～７倍に延伸することで得ることができる。
【００５１】
　上記染色工程において、染色浴のヨウ素の添加量は、水１００重量部に対して、好まし
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くは０．０１重量部～０．１５重量部であり、さらに好ましくは０．０１重量部～０．０
５重量部である。染色浴のヨウ素の添加量を上記範囲にすることによって、光学特性に優
れた偏光子を得ることができる。上記の範囲で染色浴のヨウ素の添加量を増加させると、
結果として、透過率の低い偏光子を得ることができる。また、上記の範囲で染色浴のヨウ
素の添加量を減少させると、結果として、透過率の高い偏光子を得ることができる。
【００５２】
　上記染色浴のヨウ化カリウムの添加量は、水１００重量部に対して、好ましくは０．０
５重量部～０．５重量部であり、さらに好ましくは０．１重量部～０．３重量部である。
ヨウ化カリウムの添加量を上記範囲とすることによって、好ましい範囲の透過率を有し、
かつ、偏光度が高い偏光子を得ることができる。
【００５３】
　上記染色工程において、第１の架橋浴および第２の架橋浴の、ヨウ化カリウムの添加量
は、水１００重量部に対して、好ましくは０．５重量部～１０重量部であり、さらに好ま
しくは１重量部～７重量部である。第１の架橋浴および第２の架橋浴の、ホウ酸の添加量
は、好ましくは０．５重量部～１０重量部であり、さらに好ましくは１重量部～７重量部
である。ヨウ化カリウムおよびホウ酸の添加量を上記範囲とすることによって、好ましい
範囲の透過率を有し、かつ、偏光度が高い光学特性に優れた偏光子を得ることができる。
【００５４】
　上記偏光子の厚みは、特に制限されず、薄膜、フィルム、シートの一般的な概念を包含
する。偏光子の厚みは、通常、１μｍ～２５０μｍであり、好ましくは２０μｍ～２５０
μｍである。厚みを上記の範囲とすることによって、機械的強度に優れるものが得られ得
る。
【００５５】
　上記偏光子としては、例えば、市販品の中から、透過率の異なるものを選択し、適宜、
組み合せて用いてもよい。
【００５６】
＜Ｄ．第１の光学補償層＞
　第１の光学補償層は、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有する。第１の光学補償層のＲ
ｅ１［５９０］は好ましくは３０～２５０ｎｍ、さらに好ましくは４０～１５０ｎｍであ
り、特に好ましくは４５～１００ｎｍである。Ｒｅ１［５９０］を上記範囲とすることに
よって、正面および斜め方向のコントラスト比の高い、優れた表示特性を示す液晶パネル
を得ることができる。
【００５７】
　第１の光学補償層のＮｚ係数は、好ましくは２＜Ｎｚ＜４の関係を示し、さらに好まし
くは２．１＜Ｎｚ＜３の関係を示す。また、別の実施形態においては、第１の光学補償層
のＮｚ係数は、好ましくは２＜Ｎｚ＜４の関係を示し、さらに好ましくは２．４＜Ｎｚ＜
３．７の関係を示し、特に好ましくは２．６＜Ｎｚ＜３．５の関係を示す。Ｎｚ係数を上
記範囲とすることによって、正面および斜め方向のコントラスト比の高い、優れた表示特
性を示す液晶パネルを得ることができる。
【００５８】
　第１の光学補償層の厚みは、所望の面内位相差が得られるように設定され得る。具体的
には、第１の光学補償層の厚みは、好ましくは２０～１１０μｍであり、さらに好ましく
は２５～１０５μｍであり、特に好ましくは３０～１００μｍである。
【００５９】
　第１の光学補償層の光弾性係数の絶対値は、好ましくは４０×１０－１２（ｍ２／Ｎ）
以下であり、さらに好ましくは０．２×１０－１２～３５×１０－１２（ｍ２／Ｎ）であ
り、特に好ましくは０．２×１０－１２～３０×１０－１２（ｍ２／Ｎ）である。光弾性
係数の絶対値がこのような範囲であれば、表示ムラを効果的に抑制することができる。
【００６０】
　第１の光学補償層は、下記式（１）の関係を有することが好ましい：
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　　　　Ｒｅ１［３８０］≦Ｒｅ１［５５０］≦Ｒｅ１［７８０］・・・（１）
ここで、例えばＲｅ１［３８０］＝Ｒｅ１［５５０］とは、Ｒｅ１［３８０］とＲｅ１［
５５０］とが厳密に等しい場合だけでなく実質的に等しい場合も包含する。本明細書にお
いて「実質的に等しい」とは、本発明の液晶パネルの表示特性に実用上の影響を与えない
範囲で、例えばＲｅ１［３８０］とＲｅ１［５５０］が異なる場合を包含する趣旨である
。具体的には、Ｒｅ１［３８０］＝Ｒｅ１［５５０］＝Ｒｅ１［７８０］である場合、第
１の光学補償層の波長３８０ｎｍ～７８０ｎｍにおけるＲｅ１の最大値と最小値との差は
、好ましくは１０ｎｍ以下であり、さらに好ましくは８ｎｍ以下であり、特に好ましくは
６ｎｍ以下である。Ｒｅ１［３８０］＜Ｒｅ１［５５０］である場合、Ｒｅ１［３８０］
／Ｒｅ１［５５０］は、好ましくは０．８０～０．９９、さらに好ましくは０．８２～０
．９３である。また、Ｒｅ１［５５０］＜Ｒｅ１［７８０］である場合、Ｒｅ１［５５０
］／Ｒｅ１［７８０］は、好ましくは０．８０～０．９９、さらに好ましくは０．８２～
０．９３である。第１の光学補償層がこのような波長分散特性を有することにより、カラ
ーシフトを低減することができる。
【００６１】
　第１の光学補償層を形成し得る材料としては、上記のような特性が得られる限りにおい
て任意の適切な材料が採用され得る。具体例としては、環状オレフィン系樹脂、セルロー
ス系樹脂等が挙げられる。より具体的には、第１の光学補償層は、好ましくは環状オレフ
ィン系樹脂またはセルロース系樹脂を含有する高分子フィルムである。環状オレフィン系
樹脂フィルムは、いわゆるフラットな波長分散特性（Ｒｅ１［３８０］＝Ｒｅ１［５５０
］＝Ｒｅ１［７８０］）を有し得る。セルロース系樹脂フィルムはいわゆる逆波長分散特
性（Ｒｅ１［３８０］＜Ｒｅ１［５５０］＜Ｒｅ１［７８０］）を有し得る。
【００６２】
　環状オレフィン系樹脂は、環状オレフィンを重合単位として重合される樹脂の総称であ
り、例えば、特開平１－２４０５１７号公報、特開平３－１４８８２号公報、特開平３－
１２２１３７号公報等に記載されている樹脂が挙げられる。具体例としては、環状オレフ
ィンの開環（共）重合体、環状オレフィンの付加重合体、環状オレフィンとエチレン、プ
ロピレン等のα－オレフィンとの共重合体（代表的には、ランダム共重合体）、および、
これらを不飽和カルボン酸やその誘導体で変性したグラフト変性体、ならびに、それらの
水素化物が挙げられる。環状オレフィンの具体例としては、ノルボルネン系モノマーが挙
げられる。
【００６３】
　上記ノルボルネン系モノマーとしては、例えば、ノルボルネン、およびそのアルキルお
よび／またはアルキリデン置換体、例えば、５－メチル－２－ノルボルネン、５－ジメチ
ル－２－ノルボルネン、５－エチル－２－ノルボルネン、５－ブチル－２－ノルボルネン
、５－エチリデン－２－ノルボルネン等、これらのハロゲン等の極性基置換体；ジシクロ
ペンタジエン、２，３－ジヒドロジシクロペンタジエン等；ジメタノオクタヒドロナフタ
レン、そのアルキルおよび／またはアルキリデン置換体、およびハロゲン等の極性基置換
体、例えば、６－メチル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，
８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－エチル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ
，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－エチリデン－１，４：５，８－
ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－クロロ
－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフ
タレン、６－シアノ－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ
－オクタヒドロナフタレン、６－ピリジル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，
５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－メトキシカルボニル－１，４：５
，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン等；シ
クロペンタジエンの３～４量体、例えば、４，９：５，８－ジメタノ－３ａ，４，４ａ，
５，８，８ａ，９，９ａ－オクタヒドロ－１Ｈ－ベンゾインデン、４，１１：５，１０：
６，９－トリメタノ－３ａ，４，４ａ，５，５ａ，６，９，９ａ，１０，１０ａ，１１，
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１１ａ－ドデカヒドロ－１Ｈ－シクロペンタアントラセン等が挙げられる。
【００６４】
　本発明においては、本発明の目的を損なわない範囲内において、開環重合可能な他のシ
クロオレフィン類を併用することができる。このようなシクロオレフィンの具体例として
は、例えば、シクロペンテン、シクロオクテン、５，６－ジヒドロジシクロペンタジエン
等の反応性の二重結合を１個有する化合物が挙げられる。
【００６５】
　上記環状オレフィン系樹脂は、トルエン溶媒によるゲル・パーミエーション・クロマト
グラフ（ＧＰＣ）法で測定した数平均分子量（Ｍｎ）が好ましくは２５，０００～２００
，０００、さらに好ましくは３０，０００～１００，０００、最も好ましくは４０，００
０～８０，０００である。数平均分子量が上記の範囲であれば、機械的強度に優れ、溶解
性、成形性、流延の操作性が良いものができる。
【００６６】
　上記環状オレフィン系樹脂がノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加して得ら
れるものである場合には、水素添加率は、好ましくは９０％以上であり、さらに好ましく
は９５％以上であり、最も好ましくは９９％以上である。このような範囲であれば、耐熱
劣化性および耐光劣化性などに優れる。
【００６７】
　上記環状オレフィン系樹脂は、種々の製品が市販されている。具体例としては、日本ゼ
オン社製の商品名「ゼオネックス」、「ゼオノア」、ＪＳＲ社製の商品名「アートン（Ａ
ｒｔｏｎ）」、ＴＩＣＯＮＡ社製の商品名「トーパス」、三井化学社製の商品名「ＡＰＥ
Ｌ」が挙げられる。
【００６８】
　上記セルロース系樹脂としては、任意の適切なものが採用され得る。上記セルロース系
樹脂は、好ましくは、セルロースの水酸基の一部または全部がアセチル基、プロピオニル
基および／またはブチル基で置換されたセルロース有機酸エステルまたはセルロース混合
有機酸エステルである。上記セルロース有機酸エステルとしては、例えば、セルロースア
セテート、セルロースプロピオネート、セルロースブチレート等が挙げられる。上記セル
ロース混合有機酸エステルとしては、例えば、セルロースアセテートプロピオネート、セ
ルロースアセテートブチレート等が挙げられる。上記セルロース系樹脂は、例えば、特開
２００１－１８８１２８号公報［００４０］～［００４１］に記載の方法により得ること
ができる。
【００６９】
　上記セルロース系樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、テトラヒドロフラン溶媒によるゲ
ル・パーミエーション・クロマトグラフ（ＧＰＣ）法で測定した値が、好ましくは２０，
０００～１，０００，０００、さらに好ましくは２５，０００～８００，０００である。
重量平均分子量が上記の範囲であれば、機械的強度に優れ、溶解性、成形性、流延の操作
性が良いものができる。
【００７０】
　上記セルロース系樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は、好ましくは１１０℃～１８５℃で
ある。Ｔｇが１１０℃以上あれば、熱安定性の良好なフィルムが得られやすくなり、１８
５℃以下であれば、成形加工性に優れる。なお、ガラス転移温度（Ｔｇ）は、ＪＩＳ　Ｋ
　７１２１に準じたＤＳＣ法により求めることができる。
【００７１】
　上記セルロース系樹脂フィルムとしては、市販のフィルムを用いることができる。市販
のセルロース系樹脂フィルムとしては、例えば、富士写真フィルム（株）製　フジタック
シリーズ（商品名；ＺＲＦ８０Ｓ，ＴＤ８０ＵＦ，ＴＤＹ－８０ＵＬ）、コニカミノルタ
オプト（株）製　商品名「ＫＣ８ＵＸ２Ｍ」等が挙げられる。
【００７２】
　上記環状オレフィン系樹脂フィルムまたはセルロース系樹脂フィルムは、任意の適切な
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添加剤をさらに含有し得る。上記添加剤としては、例えば、可塑剤、熱安定剤、光安定剤
、滑剤、抗酸化剤、紫外線吸収剤、難燃剤、着色剤、帯電防止剤、相溶化剤、架橋剤、お
よび増粘剤等が挙げられる。上記添加剤の含有量は、好ましくは、主成分である樹脂（環
状オレフィン系樹脂またはセルロース系樹脂）１００重量部に対し、０を超え１０重量部
以下である。
【００７３】
　第１の光学補償層は、上記樹脂から形成されたフィルム（高分子フィルム）を延伸する
ことにより得られ得る。高分子フィルムを形成する方法としては、任意の適切な成形加工
法が採用され得る。具体例としては、圧縮成形法、トランスファー成形法、射出成形法、
押出成形法、ブロー成形法、粉末成形法、ＦＲＰ成形法、注型（キャスティング）法等が
挙げられる。押出成形法または注型（キャスティング）法が好ましい。得られるフィルム
の平滑性を高め、良好な光学的均一性を得ることができるからである。成形条件は、使用
される樹脂の組成や種類、第１の光学補償層に所望される特性等に応じて適宜設定され得
る。なお、上記高分子フィルムは、多くのフィルム製品が市販されているので、当該市販
フィルムをそのまま延伸処理に供してもよい。
【００７４】
　上記延伸方法としては、所望の光学特性（例えば、屈折率分布、Ｎｚ係数）に応じて任
意の適切な方法が採用され得る。延伸方法の具体例としては、横一軸延伸、自由端一軸延
伸、固定端二軸延伸、固定端一軸延伸、逐次二軸延伸が挙げられる。固定端二軸延伸の具
体例としては、フィルムを長手方向に走行させながら、短手方向（横方向）に延伸させる
方法が挙げられる。この方法は、見かけ上は横一軸延伸であり得る。これらの延伸方法は
、単独でまたは二以上を組み合わせて用いられ得る。例えば、自由端一軸延伸を行った後
に固定端一軸延伸を行う方法が挙げられる。なかでも、固定端一軸延伸が好ましい。所望
のＮｚ係数を有し、かつ、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有するフィルムが得やすくな
るからである。さらに、固定端一軸延伸を行うことによって、フィルムの短手方向（幅方
向）に遅相軸を設けることができるので、当該フィルムの遅相軸を偏光子の吸収軸に対し
て直交するように配置させる場合には、当該フィルムと偏光子との貼り合わせをロールｔ
ｏロールで連続的に行うことが可能となり、製造効率が高くなる。
【００７５】
　環状オレフィン系樹脂フィルムを用いる場合、延伸温度は、好ましくは１３０～１６５
℃、さらに好ましくは１３５～１６５℃、特に好ましくは１３７～１６５℃である。セル
ロース系樹脂フィルムを用いる場合、延伸温度は、好ましくは１００～１７０℃、さらに
好ましくは１０５～１７０℃、特に好ましくは１１０～１７０℃である。このような温度
で延伸することにより、本発明の効果を適切に発揮し得る第１の光学補償層が得られ得る
。延伸温度が上記好適温度より低い場合には、均一に延伸できないおそれがある。延伸温
度が上記好適温度より高い場合には、第１の光学補償層に求められる所望の面内位相差が
発現できないおそれがある。
【００７６】
　環状オレフィン系樹脂フィルムを用いる場合、延伸倍率は、好ましくは１．２～４．０
倍、さらに好ましくは１．２～３．８倍、特に好ましくは１．２５～３．６倍である。セ
ルロース系樹脂フィルムを用いる場合、延伸倍率は、好ましくは１．１～２．５倍、さら
に好ましくは１．２５～２．４５倍、特に好ましくは１．４～２．４倍である。このよう
な倍率で延伸することにより、本発明の効果を適切に発揮し得る第１の光学補償層が得ら
れ得る。延伸倍率が上記好適倍率より小さい場合には、第１の光学補償層に求められる所
望の面内位相差が発現できないおそれがある。延伸倍率が上記好適倍率よりも大きい場合
には、延伸中にフィルムが切れてしまったり、脆くなってしまったりするおそれがある。
【００７７】
＜Ｅ．第２の光学補償層＞
　第２の光学補償層は、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有する。第２の光学補償層の光
学特性（Ｒｅ２［５９０］、Ｒｔｈ２［５９０］、Ｎｚ係数、光弾性係数、波長分散特性
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等）は、第１の光学補償層の光学特性と同じ範囲であればよい。第１の光学補償層の光学
特性と第２の光学補償層の光学特性とは、異なっていてもよく、同じであってもよい。
【００７８】
　第２の光学補償層の材料および形成方法としては、上記Ｄ項に記載の材料および形成方
法を適用し得る。
【００７９】
＜Ｆ．保護層＞
　保護層は、偏光板の保護フィルムとして使用できる任意の適切なフィルムで形成される
。当該フィルムの主成分となる材料の具体例としては、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ
）等のセルロース系樹脂や、ポリエステル系、ポリビニルアルコール系、ポリカーボネー
ト系、ポリアミド系、ポリイミド系、ポリエーテルスルホン系、ポリスルホン系、ポリス
チレン系、ポリノルボルネン系、ポリオレフィン系、（メタ）アクリル系、アセテート系
等の透明樹脂等が挙げられる。また、（メタ）アクリル系、ウレタン系、（メタ）アクリ
ルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化型樹脂または紫外線硬化型樹脂等も
挙げられる。この他にも、例えば、シロキサン系ポリマー等のガラス質系ポリマーも挙げ
られる。また、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載のポ
リマーフィルムも使用できる。このフィルムの材料としては、例えば、側鎖に置換または
非置換のイミド基を有する熱可塑性樹脂と、側鎖に置換または非置換のフェニル基ならび
にニトリル基を有する熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成物が使用でき、例えば、イソブテ
ンとＮ－メチルマレイミドからなる交互共重合体と、アクリロニトリル・スチレン共重合
体とを有する樹脂組成物が挙げられる。当該ポリマーフィルムは、例えば、上記樹脂組成
物の押出成形物であり得る。それぞれの保護層は同一であってもよく、異なっていてもよ
い。
【００８０】
　上記（メタ）アクリル系樹脂としては、Ｔｇ（ガラス転移温度）が、好ましくは１１５
℃以上、より好ましくは１２０℃以上、さらに好ましくは１２５℃以上、特に好ましくは
１３０℃以上である。耐久性に優れ得るからである。上記（メタ）アクリル系樹脂のＴｇ
の上限値は特に限定されないが、成形性等の観点から、好ましくは１７０℃以下である。
【００８１】
　上記（メタ）アクリル系樹脂としては、本発明の効果を損なわない範囲内で、任意の適
切な（メタ）アクリル系樹脂を採用し得る。例えば、ポリメタクリル酸メチルなどのポリ
（メタ）アクリル酸エステル、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸共重合体、メタ
クリル酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、メタクリル酸メチル－アクリル
酸エステル－（メタ）アクリル酸共重合体、（メタ）アクリル酸メチル－スチレン共重合
体（ＭＳ樹脂など）、脂環族炭化水素基を有する重合体（例えば、メタクリル酸メチル－
メタクリル酸シクロヘキシル共重合体、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸ノルボ
ルニル共重合体など）が挙げられる。好ましくは、ポリ（メタ）アクリル酸メチルなどの
ポリ（メタ）アクリル酸Ｃ１－６アルキルが挙げられる。より好ましくは、メタクリル酸
メチルを主成分（５０～１００重量％、好ましくは７０～１００重量％）とするメタクリ
ル酸メチル系樹脂が挙げられる。
【００８２】
　上記（メタ）アクリル系樹脂の具体例としては、例えば、三菱レイヨン社製のアクリペ
ットＶＨやアクリペットＶＲＬ２０Ａ、特開２００４－７０２９６号公報に記載の分子内
に環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂、分子内架橋や分子内環化反応により得られる
高Ｔｇ（メタ）アクリル系樹脂が挙げられる。
【００８３】
　上記（メタ）アクリル系樹脂として、高い耐熱性、高い透明性、高い機械的強度を有す
る点で、ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂が特に好ましい。
【００８４】
　上記ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂としては、特開２０００－２３０
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０１６号公報、特開２００１－１５１８１４号公報、特開２００２－１２０３２６号公報
、特開２００２－２５４５４４号公報、特開２００５－１４６０８４号公報などに記載の
、ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂が挙げられる。
【００８５】
　上記ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂は、質量平均分子量（重量平均分
子量と称することもある）が、好ましくは１０００～２００００００、より好ましくは５
０００～１００００００、さらに好ましくは１００００～５０００００、特に好ましくは
５００００～５０００００である。
【００８６】
　上記ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂は、Ｔｇ（ガラス転移温度）が、
好ましくは１１５℃以上、より好ましくは１２５℃以上、さらに好ましくは１３０℃以上
、特に好ましくは１３５℃以上、最も好ましくは１４０℃以上である。耐久性に優れ得る
からである。上記ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂のＴｇの上限値は特に
限定されないが、成形性等の観点から、好ましくは１７０℃以下である。
【００８７】
　なお、本明細書において「（メタ）アクリル系」とは、アクリル系および／またはメタ
クリル系をいう。
【００８８】
　上記保護層は、透明で、色付きが無いことが好ましい。保護層の厚み方向の位相差Ｒｔ
ｈは、好ましくは－９０ｎｍ～＋９０ｎｍ、より好ましくは－８０ｎｍ～＋８０ｎｍ、さ
らに好ましくは－７０ｎｍ～＋７０ｎｍである。
【００８９】
　上記保護層の厚みは、上記の好ましい厚み方向の位相差Ｒｔｈが得られ得る限りにおい
て、任意の適切な厚みが採用され得る。保護層の厚みは、代表的には５ｍｍ以下であり、
好ましくは１ｍｍ以下、より好ましくは１～５００μｍ、さらに好ましくは５～１５０μ
ｍである。
【００９０】
　偏光子の外側に設けられる保護層の偏光子と反対側（液晶パネルの最外側）には、必要
に応じて、ハードコート処理、反射防止処理、スティッキング防止処理、アンチグレア処
理等が施され得る。
【００９１】
　第１の偏光子と第１の光学補償層との間に設けられる第１の保護層および第２の偏光子
と第２の光学補償層との間に設けられる第３の保護層（以下、これらの保護層を内側保護
層と称することもある）の厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）は、上記好ましい値よりもさらに
小さいことが好ましい。上述のように、一般的に保護フィルムとして用いられているセル
ロース系フィルムは、例えば、トリアセチルセルロースフィルムの場合、厚さ８０μｍに
おいて厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）は６０ｎｍ程度である。そこで、厚み方向の位相差（
Ｒｔｈ）の大きいセルロース系フィルムについて、厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）を小さく
するための適切な処理を施すことにより、好適に内側保護層を得ることができる。
【００９２】
　厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）を小さくするための上記処理としては、任意の適切な処理
方法を採用できる。例えば、シクロペンタノン、メチルエチルケトン等の溶剤を塗布した
ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレン、ステンレス等の基材を、一般的なセルロ
ース系フィルムに貼り合わせ、加熱乾燥（例えば、８０～１５０℃程度で３～１０分程度
）した後、基材フィルムを剥離する方法；ノルボルネン系樹脂、アクリル系樹脂等をシク
ロペンタノン、メチルエチルケトン等の溶剤に溶解した溶液を、一般的なセルロース系フ
ィルムに塗布し、加熱乾燥（例えば、８０～１５０℃程度で３～１０分程度）した後、塗
布フィルムを剥離する方法などが挙げられる。
【００９３】
　上記セルロース系フィルムを構成する材料としては、好ましくは、ジアセチルセルロー
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ス、トリアセチルセルロース等の脂肪酸置換セルロース系ポリマーが挙げられる。一般的
に用いられているトリアセチルセルロースでは、酢酸置換度が２．８程度であるが、好ま
しくは酢酸置換度を１．８～２．７、より好ましくはプロピオン酸置換度を０．１～１に
制御することによって、厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）を小さく制御することができる。
【００９４】
　上記脂肪酸置換セルロース系ポリマーに、ジブチルフタレート、ｐ－トルエンスルホン
アニリド、クエン酸アセチルトリエチル等の可塑剤を添加することにより、厚み方向の位
相差（Ｒｔｈ）を小さく制御することができる。可塑剤の添加量は、脂肪酸置換セルロー
ス系ポリマー１００重量部に対して、好ましくは４０重量部以下、より好ましくは１～２
０重量部、さらに好ましくは１～１５重量部である。
【００９５】
　上記厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）を小さくするための処理は、適宜組み合わせて用いて
もよい。このような処理を施して得られる内側保護層の厚み方向の位相差Ｒｔｈ（５５０
）は、好ましくは－２０ｎｍ～＋２０ｎｍ、より好ましくは－１０ｎｍ～＋１０ｎｍ、さ
らに好ましくは－６ｎｍ～＋６ｎｍ、特に好ましくは－３ｎｍ～＋３ｎｍである。内側保
護層の面内位相差Ｒｅ（５５０）は、好ましくは０ｎｍ以上１０ｎｍ以下、より好ましく
は０ｎｍ以上６ｎｍ以下、さらに好ましくは０ｎｍ以上３ｎｍ以下である。
【００９６】
　上記内側保護層の厚みは、上記の好ましい厚み方向の位相差Ｒｔｈが得られ得る限りに
おいて、任意の適切な厚みが採用され得る。上記内側保護層の厚みは、好ましくは２０～
２００μｍ、より好ましくは３０～１００μｍ、さらに好ましくは３５～９５μｍである
。
【００９７】
＜Ｇ．液晶パネルの製造方法＞
　本発明の液晶パネルは、例えば、液晶セルに上記の構成要素（第１および第２の光学補
償層、第１および第２の偏光子等）を順次積層することにより作製され得る。また、例え
ば、第１の偏光子と第１の光学補償層とが積層された第１の積層体と、第２の偏光子と第
２の光学補償層が積層された第２の積層体とを作製し、次いで、当該第１および第２の積
層体を液晶セルに貼り合せることにより作製されてもよい。
【００９８】
　上記の液晶パネルの各構成要素の積層方法としては、任意の適切な方法を採用し得る。
代表的には、任意の適切な粘着剤層または接着剤層（図示せず）を介して積層される。上
述のように、第１（第２）の光学補償層が第１（第２）の偏光子の保護層として機能し得
る場合、第１（第２）の偏光子と第１（第２）の光学補償層とは、好ましくはポリビニル
アルコール系樹脂を主成分とする水溶性接着剤層を介して積層される。
【００９９】
　上記ポリビニルアルコール系樹脂を主成分とする水溶性接着剤層は、好ましくは、ポリ
ビニルアルコール系樹脂、架橋剤および平均粒子径が１～１００ｎｍの金属化合物コロイ
ドを含む接着剤組成物から形成される。
【０１００】
　上記ポリビニルアルコール系樹脂としては、例えば、ポリビニルアルコール樹脂、アセ
トアセチル基含有ポリビニルアルコール樹脂が挙げられる。好ましくは、アセトアセチル
基含有ポリビニルアルコール樹脂である。耐久性が向上し得るからである。
【０１０１】
　上記ポリビニルアルコール系樹脂としては、例えば、ポリ酢酸ビニルのケン化物、当該
ケン化物の誘導体；酢酸ビニルと共重合性を有する単量体との共重合体のケン化物;ポリ
ビニルアルコールをアセタール化、ウレタン化、エーテル化、グラフト化、リン酸エステ
ル化等した変性ポリビニルアルコールが挙げられる。前記単量体としては、例えば、(無
水)マレイン酸、フマール酸、クロトン酸、イタコン酸、(メタ)アクリル酸等の不飽和カ
ルボン酸及びそのエステル類;エチレン、プロピレン等のα－オレフィン；(メタ)アリル
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スルホン酸(ソーダ)、スルホン酸ソーダ(モノアルキルマレート)、ジスルホン酸ソーダア
ルキルマレート、Ｎ-メチロールアクリルアミド、アクリルアミドアルキルスルホン酸ア
ルカリ塩、Ｎ-ビニルピロリドン、Ｎ-ビニルピロリドン誘導体等が挙げられる。これらの
樹脂は、単独でまたは二種以上を組み合わせて用いることができる。
【０１０２】
　上記ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は、接着性の点から、好ましくは１００
～５０００程度、さらに好ましくは１０００～４０００である。平均ケン化度は、接着性
の点から、好ましくは８５～１００モル％程度、さらに好ましくは９０～１００モル％で
ある。
【０１０３】
　上記アセトアセチル基含有ポリビニルアルコール系樹脂は、例えば、ポリビニルアルコ
ール系樹脂とジケテンとを任意の方法で反応させることにより得られる。具体例として、
酢酸等の溶媒中にポリビニルアルコール系樹脂を分散させた分散体に、ジケテンを添加す
る方法；ジメチルホルムアミドまたはジオキサン等の溶媒にポリビニルアルコール系樹脂
を溶解させた溶液に、ジケテンを添加する方法；ポリビニルアルコール系樹脂にジケテン
ガスまたは液状ジケテンを直接接触させる方法が挙げられる。
【０１０４】
　上記アセトアセチル基含有ポリビニルアルコール系樹脂のアセトアセチル基変性度は、
代表的には０．１モル％以上であり、好ましくは０．１～４０モル％程度、さらに好まし
くは１～２０％、特に好ましくは２～７モル％である。０．１モル％未満では耐水性が不
充分となるおそれがある。４０モル％を超えると、耐水性向上効果が小さい。なお、アセ
トアセチル基変性度はＮＭＲにより測定した値である。
【０１０５】
　上記架橋剤としては、任意の適切な架橋剤を採用し得る。好ましくは、上記ポリビニル
アルコール系樹脂と反応性を有する官能基を少なくとも２つ有する化合物である。例えば
、エチレンジアミン、トリエチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン等のアルキレン基
とアミノ基を２個有するアルキレンジアミン類;トリレンジイソシアネート、水素化トリ
レンジイソシアネート、トリメチロールプロパントリレンジイソシアネートアダクト、ト
リフェニルメタントリイソシアネート、メチレンビス(４－フェニルメタントリイソシア
ネート、イソホロンジイソシアネートおよびこれらのケトオキシムブロック物またはフェ
ノールブロック物等のイソシアネート類;エチレングリコールジグリシジルエーテル、ポ
リエチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセリンジまたはトリグリシジルエーテ
ル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリ
シジルエーテル、ジグリシジルアニリン、ジグリシジルアミン等のエポキシ類;ホルムア
ルデヒド、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒド、ブチルアルデヒド等のモノアルデ
ヒド類;グリオキザール、マロンジアルデヒド、スクシンジアルデヒド、グルタルジアル
デヒド、マレインジアルデヒド、フタルジアルデヒド等のジアルデヒド類;メチロール尿
素、メチロールメラミン、アルキル化メチロール尿素、アルキル化メチロール化メラミン
、アセトグアナミン、ベンゾグアナミンとホルムアルデヒドとの縮合物等のアミノ－ホル
ムアルデヒド樹脂;ナトリウム、カリウム、マグネシウム、カルシウム、アルミニウム、
鉄、ニッケル等の二価金属、または三価金属の塩及びその酸化物が挙げられる。これらの
中でもアミノ－ホルムアルデヒド樹脂やジアルデヒド類が好ましい。アミノ－ホルムアル
デヒド樹脂としてはメチロール基を有する化合物が好ましく、ジアルデヒド類としてはグ
リオキザールが好適である。中でもメチロール基を有する化合物が好ましく、メチロール
メラミンが特に好適である。
【０１０６】
　上記架橋剤の配合量は、上記ポリビニルアルコール系樹脂の種類等に応じて適宜設定し
得る。代表的には、ポリビニルアルコール系樹脂１００重量部に対して、１０～６０重量
部程度、好ましくは２０～５０重量部である。接着性に優れ得るからである。なお、架橋
剤の配合量が多い場合、架橋剤の反応が短時間で進行し、接着剤がゲル化する傾向がある
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。その結果、接着剤としての可使時間（ポットライフ）が極端に短くなり、工業的な使用
が困難になるおそれがある。本実施形態の接着剤は、後述の金属化合物コロイドを含有す
るため、架橋剤の配合量が多い場合であっても、安定性よく用いることができる。
【０１０７】
　上記金属化合物コロイドは、金属化合物微粒子が分散媒中に分散しているものであり得
、微粒子の同種電荷の相互反発に起因して静電的安定化し、永続的に安定性を有するもの
であり得る。金属化合物コロイドを形成する微粒子の平均粒子径は、偏光特性等の光学特
性に悪影響を及ぼさない限り、任意の適切な値であり得る。好ましくは１～１００ｎｍ、
さらに好ましくは１～５０ｎｍである。微粒子を接着剤層中に均一に分散させ得、接着性
を確保し、かつクニック欠陥の発生を抑え得るからである。なお、「クニック欠陥」とは
、光抜けを意味する。詳細については後述する。
【０１０８】
　上記金属化合物としては、任意の適切な化合物を採用し得る。例えば、アルミナ、シリ
カ、ジルコニア、チタニア等の金属酸化物；ケイ酸アルミニウム、炭酸カルシウム、ケイ
酸マグネシウム、炭酸亜鉛、炭酸バリウム、リン酸カルシウム等の金属塩；セライト、タ
ルク、クレイ、カオリン等の鉱物が挙げられる。後述するが、本発明では正電荷を有する
金属化合物コロイドが好ましく用いられる。当該金属化合物としては、アルミナ、チタニ
ア等が挙げられ、特に好ましくはアルミナである。
【０１０９】
　上記金属化合物コロイドは、代表的には、分散媒に分散してコロイド溶液の状態で存在
している。分散媒としては、例えば、水、アルコール類が挙げられる。コロイド溶液中の
固形分濃度は、代表的には１～５０重量％程度であり、好ましくは１～３０重量％である
。コロイド溶液は、安定剤として硝酸、塩酸、酢酸などの酸を含有し得る。
【０１１０】
　上記金属化合物コロイド（固形分）配合量は、好ましくは、ポリビニルアルコール系樹
脂１００重量部に対して２００重量部以下であり、より好ましくは１０～２００重量部、
さらに好ましくは２０～１７５重量部、最も好ましくは３０～１５０重量部である。接着
性を確保しながら、クニック欠陥の発生を抑え得るからである。
【０１１１】
　本実施形態の接着剤組成物は、シランカップリング剤、チタンカップリング剤などのカ
ップリング剤、各種粘着付与剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、耐熱安定剤、耐加水分解安
定剤などの安定剤等を含み得る。
【０１１２】
　本実施形態の接着剤組成物の形態は、好ましくは水溶液（樹脂溶液）である。樹脂濃度
は、塗工性や放置安定性等の点から、好ましくは０．１～１５重量％、さらに好ましくは
０．５～１０重量％である。樹脂溶液の粘度は、好ましくは１～５０ｍＰａ・ｓである。
本実施形態の接着剤組成物によれば、１～２０ｍＰａ・ｓの低粘度の範囲においてもクニ
ック欠陥の発生を抑制し得る。樹脂溶液のｐＨは、好ましくは２～６、より好ましくは２
．５～５、さらに好ましくは３～５、最も好ましくは３．５～４．５である。通常、金属
化合物コロイドの表面電荷は、ｐＨを調整することにより制御し得る。当該表面電荷は、
好ましくは正電荷である。正電荷を有することにより、クニック欠陥の発生をさらに抑制
し得る。なお、当該表面電荷は、例えば、ゼータ電位測定機でゼータ電位を測定すること
により確認し得る。
【０１１３】
　上記樹脂溶液の調製方法は、任意の適切な方法を採用し得る。例えば、ポリビニルアル
コール系樹脂と架橋剤とを予め混合して適切な濃度に調整したものに、金属化合物コロイ
ドを配合する方法が挙げられる。また、ポリビニルアルコール系樹脂と金属化合物コロイ
ドを混合した後に、架橋剤を、使用時期等を考慮しながら混合することもできる。なお、
樹脂溶液の濃度は、樹脂溶液を調製した後に調整してもよい。
【０１１４】
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　上記接着剤組成物から形成された接着剤層の厚みは、好ましくは１０～３００ｎｍ、さ
らに好ましくは１０～２００ｎｍ、特に好ましくは２０～１５０ｎｍである。
【０１１５】
＜Ｈ．液晶表示装置＞
　本発明の液晶表示装置は、上記液晶パネルを含む。図４は、本発明の好ましい実施形態
による液晶表示装置の概略断面図である。なお、見やすくするために、図４の各構成部材
の縦、横および厚みの比率は、実際とは異なっていることに留意されたい。この液晶表示
装置２００は、液晶パネル１００と、液晶パネル１００の一方の側に配置されたバックラ
イトユニット８０とを少なくとも備える。なお、図示例では、バックライトユニットとし
て、直下方式が採用された場合を示しているが、これは例えば、サイドライト方式のもの
であってもよい。
【０１１６】
　直下方式が採用される場合、上記バックライトユニット８０は、好ましくは、光源８１
と、反射フィルム８２と、拡散板８３と、プリズムシート８４と、輝度向上フィルム８５
とを少なくとも備える。サイドライト方式が採用される場合、好ましくは、バックライト
ユニットは、上記の構成に加え、さらに導光板と、ライトリフレクターとを少なくとも備
える。なお、図４に例示した光学部材は、本発明の効果が奏する限りにおいて、液晶表示
装置の照明方式や液晶セルの駆動モード等、用途に応じてその一部が省略され得るか、ま
たは、他の光学部材に代替され得る。
【０１１７】
　上記液晶表示装置は、液晶パネルの背面から光を照射して画面を見る、透過型であって
も良いし、液晶パネルの視認側から光を照射して画面を見る、反射型であっても良い。あ
るいは、上記液晶表示装置は、透過型と反射型の両方の性質を併せ持つ、半透過型であっ
ても良い。
【０１１８】
　本発明の液晶表示装置は、任意の適切な用途に使用される。その用途は、例えば、パソ
コンモニター，ノートパソコン，コピー機等のＯＡ機器、携帯電話，時計，デジタルカメ
ラ，携帯情報端末（ＰＤＡ），携帯ゲーム機等の携帯機器、ビデオカメラ，テレビ，電子
レンジ等の家庭用電気機器、バックモニター，カーナビゲーションシステム用モニター，
カーオーディオ等の車載用機器、商業店舗用インフォメーション用モニター等の展示機器
、監視用モニター等の警備機器、介護用モニター，医療用モニター等の介護・医療機器等
である。
【０１１９】
　好ましくは、本発明の液晶表示装置の用途は、テレビである。上記テレビの画面サイズ
は、好ましくはワイド１７型（３７３ｍｍ×２２４ｍｍ）以上であり、さらに好ましくは
ワイド２３型（４９９ｍｍ×３００ｍｍ）以上であり、特に好ましくはワイド３２型（６
８７ｍｍ×４１２ｍｍ）以上である。
【実施例】
【０１２０】
　本発明について、以上の実施例および比較例を用いて更に説明する。なお、本発明は、
これらの実施例のみに限定されるものではない。なお、実施例で用いた各分析方法は、以
下の通りである。
（１）偏光子の透過率：
　透過率（Ｔ）は、ＪｌＳ　Ｚ　８７０１－１９８２の２度視野（Ｃ光源）により、視感
度補正を行ったＹ値である。
（２）位相差値（Ｒｅ、Ｒｔｈ）：
　王子計測機器（株）製　商品名「ＫＯＢＲＡ２１－ＡＤＨ」を用いた。測定波長は５９
０ｎｍ、測定温度は２３℃であった。
【０１２１】
［参考例１：接着剤組成物の調製］
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　アセトアセチル基含有ポリビニルアルコール系樹脂（平均重合度：１２００、ケン化度
：９８．５モル％，アセトアセチル化度：５モル％）１００重量部に対し、メチロールメ
ラミン５０重量部を３０℃の温度条件下で純水に溶解し、固形分濃度３．７％の水溶液を
得た。この水溶液１００重量部に対し、アルミナコロイド水溶液（平均粒子径１５ｎｍ、
固形分濃度１０％、正電荷）１８重量部を加えて金属化合物コロイド含有ポリビニルアル
コール系接着剤組成物を調製した。得られた接着剤組成物の粘度は９．６ｍＰａ・ｓであ
った。接着剤組成物のｐＨは、４～４．５であった。
【０１２２】
［参考例２Ａ：偏光子の作製］
　厚み７５μｍのポリビニルアルコール系樹脂を主成分とする高分子フィルム（クラレ（
株）製　商品名「ＶＦ－ＰＳ＃７５００」）を下記［１］～［５］条件の５浴に、フィル
ム長手方向に張力を付与しながら浸漬し、最終的な延伸倍率がフィルム元長に対して、６
．２倍となるように延伸した。この延伸フィルムを４０℃の空気循環式乾燥オーブン内で
１分間乾燥させて、偏光子Ａを作製した。偏光子Ａの特性を、下記表１に示す。
＜条件＞
［１］膨潤浴：３０℃の純水。
［２］染色浴：水１００重量部に対し、０．０３２重量部のヨウ素と、水１００重量部に
対し、０．２重量部のヨウ化カリウムとを含む、３０℃の水溶液。
［３］第１の架橋浴：３重量％のヨウ化カリウムと、３重量％のホウ酸とを含む、４０℃
の水溶液。
［４］第２の架橋浴：５重量％のヨウ化カリウムと、４重量％のホウ酸とを含む、６０℃
の水溶液。
［５］水洗浴：３重量％のヨウ化カリウムを含む、２５℃の水溶液。
【０１２３】
［参考例２Ｂ：偏光子の作製］
　染色浴において、条件［２］のヨウ素の添加量を、水１００重量部に対し、０．０３１
重量部とした以外は、参考例２Ａと同様の条件及び方法で、偏光子Ｂを作製した。偏光子
Ｂの特性を、下記表１に示す。
【０１２４】
［参考例２Ｃ：偏光子の作製］
　染色浴において、条件［２］のヨウ素の添加量を、水１００重量部に対し、０．０２７
重量部とした以外は、参考例２Ａと同様の条件及び方法で、偏光子Ｃを作製した。偏光子
Ｃの特性を、下記表１に示す。
【０１２５】
【表１】

【０１２６】
［参考例３：液晶セルの作製］
　ＶＡモードの液晶セルを含む、市販の液晶表示装置［ソニー（株）製　３２インチ液晶
テレビ　商品名「ＢＲＡＶＩＡ　ＫＤＬ－３２Ｓ２５００」］から液晶パネルを取り出し
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、液晶セルの上下に配置されていた偏光板等の光学フィルムを全て取り除いた。この液晶
セルの上下のガラス板の表面を洗浄し、液晶セルＡを得た。
【０１２７】
［実施例１］
　参考例２Ａで作製した偏光子Ａを第１の偏光子とした。偏光子Ａの一方の面に、厚み８
０μｍのセルロース系樹脂を含有する高分子フィルム（富士写真フィルム（株）製　商品
名「ＴＤ８０ＵＦ」；Ｒｅ［５９０］＝０ｎｍ、Ｒｔｈ［５９０］＝６０ｎｍ）を、参考
例１で調製した接着剤組成物（乾燥後の接着剤層の厚み：８０ｎｍ）を介して、貼着し、
片面保護層付きの偏光子Ａを作製した。得られた片面保護層付きの偏光子Ａの偏光子側に
、第１の光学補償層として、環状オレフィン系樹脂を含有する延伸高分子フィルム［オプ
テス社製　商品名「ＺＢ１４－５５１２４－Ｆ１３４０」；Ｒｅ［５９０］＝５５ｎｍ、
Ｒｔｈ［５９０］＝１５１ｎｍ、厚み７０μｍ］を偏光子の吸収軸と該フィルムの遅相軸
とが実質的に直交となるように、参考例１で調製した接着剤組成物（乾燥後の接着剤層の
厚み：８０ｎｍ）を介して、貼着した。これにより、光学補償層付偏光板１Ａを得た。
【０１２８】
　参考例２Ｂで作製した偏光子Ｂを第２の偏光子とした。偏光子Ｂの一方の面に、厚み８
０μｍのセルロース系樹脂を含有する高分子フィルム（富士写真フィルム（株）製　商品
名「ＴＤ８０ＵＦ」；Ｒｅ［５９０］＝０ｎｍ、Ｒｔｈ［５９０］＝６０ｎｍ）を、参考
例１で調製した接着剤組成物（乾燥後の接着剤層の厚み：８０ｎｍ）を介して、貼着し、
片面保護層付きの偏光子Ｂを作製した。得られた片面保護層付きの偏光子Ｂの偏光子側に
、第２の光学補償層として、環状オレフィン系樹脂を含有する延伸高分子フィルム［オプ
テス社製　商品名「ＺＢ１４－５５１２４－Ｆ１３４０」；Ｒｅ［５９０］＝５５ｎｍ、
Ｒｔｈ［５９０］＝１５１ｎｍ、厚み７０μｍ］を偏光子の吸収軸と該フィルムの遅相軸
とが実質的に直交となるように、参考例１で調製した接着剤組成物（乾燥後の接着剤層の
厚み：８０ｎｍ）を介して、貼着した。これにより、光学補償層付偏光板１Ｂを得た。
【０１２９】
　参考例３で作製した液晶セルＡの視認側に、光学補償層付偏光板１Ａを、偏光子の吸収
軸方向が液晶セルＡの長辺方向と実質的に平行となるように、かつ、第１の光学補償層と
液晶セルとが対向するように、アクリル系粘着剤（厚み２０μｍ）を介して、貼着した。
次いで、液晶セルＡの視認側とは反対側（バックライト側）に、光学補償層付偏光板１Ｂ
を、偏光子の吸収軸方向が液晶セルＡの長辺方向と実質的に直交となるように、かつ、第
２の光学補償層と液晶セルとが対向するように、アクリル系粘着剤（厚み２０μｍ）を介
して、貼着した。これにより、液晶パネル１を得た。このとき、第１の偏光子の吸収軸方
向と、第２の偏光子の吸収軸方向とは実質的に直交である。また、第１の光学補償層およ
び第２の光学補償層の遅相軸方向は、互いに直交である。この液晶パネル１を、元の液晶
表示装置のバックライトユニットと結合し、液晶表示装置１を作製した。得られた液晶表
示装置１の正面方向のコントラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および
、液晶パネル１のΔｕ'ｖ'を以下のようにして調べた。結果を表２に示す。
【０１３０】
〈コントラスト比〉
　２３℃の暗室でバックライトを点灯させてから３０分経過した後、トプコン社製　製品
名「ＢＭ－５」を用いて、レンズをパネル上方の５０ｃｍ位置に配置し、白画像および黒
画像を表示した場合のＸＹＺ表示系のＹ値を測定した。白画像におけるＹ値（ＹＷ：白輝
度）と、黒画像におけるＹ値（ＹＢ：黒輝度）とから、正面方向のコントラスト比「ＹＷ
／ＹＢ」を算出した。
【０１３１】
〈クニック評価〉
　光学補償層付偏光板１Ａおよび１Ｂから、１０００ｍｍ×１０００ｍｍの寸法のサンプ
ル片を切り出した。切り出した光学補償層付偏光板１Ａを、蛍光灯下で、ブラックライト
上に載置された光学補償層付偏光板１Ｂ上に重ねた。このとき、サンプル片の偏光子の吸
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収軸が互いに直交するように重ねた。この状態で、光抜けする箇所（クニック欠陥）の個
数を数えた。クニック欠陥が１個以下の場合を「Ａ」と評価し、２個以上の場合を「Ｂ」
と評価した。
【０１３２】
＜方位角色変化（Δｕ'ｖ'）＞
　ＥＬＤＩＭ社製　商品名「Ｅｚ　Ｃｏｎｔｒａｓｔ１６０Ｄ」を用いて、法線方向（正
面）から観察した場合の液晶パネルの色調、および方位角を０～３６０°に変化させて、
極角を６０°方向にした液晶パネルの色調を測定し、ｕ'ｖ'色度図上にプロットした。前
記ｕ'ｖ'色度図から、下記式（１）により、液晶パネルの方位角色変化（Δｕ'ｖ'）を求
めた。このΔｕ'ｖ'が大きいほど、カラーシフトが大きいことを示す。
 
　　Δｕ'ｖ'＝［（ｕ'－ｕ'ｉ）２＋（ｖ'－ｖ'ｉ）２］１／２　　　　（１）
 
［式中、ｕ'は、液晶パネルを法線方向（正面）から観察した場合の色度（ｕ'、ｖ'）に
おけるｕ'を表す。ｖ'は、液晶パネルを法線方向（正面）から観察した場合の色度（ｕ'
、ｖ'）におけるｖ'を表す。ｕ'ｉは、ｕ'ｖ'色度図上で、前記（ｕ'、ｖ'）から最も離
れた点（ｕ'ｉ、ｖ'ｉ）におけるｕ'ｉを表す。ｖ'ｉは、ｕ'ｖ'色度図上で、前記（ｕ'
、ｖ'）から最も離れた点（ｕ'ｉ、ｖ'ｉ）におけるｖ'ｉを表す。］
【０１３３】
［実施例２］
　第２の偏光子として、参考例２Ｃで作製した偏光子Ｃを用いた以外は、実施例１と同様
の方法で、液晶パネル２及び液晶表示装置２を作製した。得られた液晶表示装置２の正面
方向のコントラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル２
のΔｕ'ｖ'を実施例１と同様にして調べた。結果を表２に示す。
【０１３４】
［実施例３］
　第１の光学補償層および第２の光学補償層として、セルロース系樹脂を含有する延伸高
分子フィルム［コニカ社製　商品名「ＫＣ４ＦＲ」；；Ｒｅ［５９０］＝４７ｎｍ、Ｒｔ
ｈ［５９０］＝１５６ｎｍ、厚み４０μｍ］を用いた以外は、実施例１と同様の方法で、
液晶パネル３及び液晶表示装置３を作製した。得られた液晶表示装置３の正面方向のコン
トラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル３のΔｕ'ｖ'
を実施例１と同様にして調べた。結果を表２に示す。
【０１３５】
［実施例４］
　第２の偏光子として、偏光子Ｃを用いた以外は、実施例３と同様の方法で、液晶パネル
４及び液晶表示装置４を作製した。得られた液晶表示装置４の正面方向のコントラスト比
、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル４のΔｕ'ｖ'を実施例１
と同様にして調べた。結果を表２に示す。
【０１３６】
［実施例５］
　接着剤として、ポリビニルアルコール系樹脂を主成分とする水溶性接着剤（日本合成化
学工業（株）製　商品名「ゴーセファイマーＺ２００」）を用いた以外は、実施例１と同
様の方法で、液晶パネル５及び液晶表示装置５を作製した。得られた液晶表示装置５の正
面方向のコントラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル
５のΔｕ'ｖ'を実施例１と同様にして調べた。結果を表２に示す。
【０１３７】
［実施例６］
　第２の偏光子として、偏光子Ｃを用いた以外は、実施例５と同様の方法で、液晶パネル
６及び液晶表示装置６を作製した。得られた液晶表示装置６の正面方向のコントラスト比
、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル６のΔｕ'ｖ'を実施例１
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と同様にして調べた。結果を表２に示す。
【０１３８】
［実施例７］
　第１の光学補償層および第２の光学補償層として、セルロース系樹脂を含有する延伸高
分子フィルム［コニカ社製　商品名「ＫＣ４ＦＲ」；；Ｒｅ［５９０］＝４７ｎｍ、Ｒｔ
ｈ［５９０］＝１５６ｎｍ、厚み４０μｍ］を用いた以外は、実施例５と同様の方法で、
液晶パネル７及び液晶表示装置７を作製した。得られた液晶表示装置７の正面方向のコン
トラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル７のΔｕ'ｖ'
を実施例１と同様にして調べた。結果を表２に示す。
【０１３９】
［実施例８］
　第２の偏光子として、偏光子Ｃを用いた以外は、実施例７と同様の方法で、液晶パネル
８及び液晶表示装置８を作製した。得られた液晶表示装置８の正面方向のコントラスト比
、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル８のΔｕ'ｖ'を実施例１
と同様にして調べた。結果を表２に示す。
【０１４０】
［比較例１］
　第１の偏光子として、偏光子Ｂを用いたこと、および、第２の偏光子として、偏光子Ａ
を用いたこと以外は、実施例１と同様の方法で、液晶パネル９及び液晶表示装置９を作製
した。得られた液晶表示装置９の正面方向のコントラスト比、用いた光学補償層付き偏光
板のクニック、および、液晶パネル９のΔｕ'ｖ'を実施例１と同様にして調べた。結果を
表２に示す。
【０１４１】
［比較例２］
　第１の偏光子として、偏光子Ｃを用いた以外は、比較例１と同様の方法で、液晶パネル
１０及び液晶表示装置１０を作製した。得られた液晶表示装置１０の正面方向のコントラ
スト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル１０のΔｕ'ｖ'を
実施例１と同様にして調べた。結果を表２に示す。
【０１４２】
［比較例３］
　第１の偏光子として、偏光子Ａを用いた以外は、比較例１と同様の方法で、液晶パネル
１１及び液晶表示装置１１を作製した。得られた液晶表示装置１１の正面方向のコントラ
スト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル１１のΔｕ'ｖ'を
実施例１と同様にして調べた。結果を表２に示す。
【０１４３】
［比較例４］
　第１の光学補償層および第２の光学補償層として、セルロース系樹脂を含有する延伸高
分子フィルム［コニカ社製　商品名「ＫＣ４ＦＲ」；；Ｒｅ［５９０］＝４７ｎｍ、Ｒｔ
ｈ［５９０］＝１５６ｎｍ、厚み４０μｍ］を用いた以外は、比較例１と同様の方法で、
液晶パネル１２及び液晶表示装置１２を作製した。得られた液晶表示装置１２の正面方向
のコントラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル１２の
Δｕ'ｖ'を実施例１と同様にして調べた。結果を表２に示す。
【０１４４】
［比較例５］
　第１の光学補償層および第２の光学補償層として、セルロース系樹脂を含有する延伸高
分子フィルム［コニカ社製　商品名「ＫＣ４ＦＲ」；；Ｒｅ［５９０］＝４７ｎｍ、Ｒｔ
ｈ［５９０］＝１５６ｎｍ、厚み４０μｍ］を用いた以外は、比較例２と同様の方法で、
液晶パネル１３及び液晶表示装置１３を作製した。得られた液晶表示装置１３の正面方向
のコントラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル１３の
Δｕ'ｖ'を実施例１と同様にして調べた。結果を表２に示す。
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【０１４５】
［比較例６］
　第１の光学補償層および第２の光学補償層として、セルロース系樹脂を含有する延伸高
分子フィルム［コニカ社製　商品名「ＫＣ４ＦＲ」；；Ｒｅ［５９０］＝４７ｎｍ、Ｒｔ
ｈ［５９０］＝１５６ｎｍ、厚み４０μｍ］を用いた以外は、比較例３と同様の方法で、
液晶パネル１４及び液晶表示装置１４を作製した。得られた液晶表示装置１４の正面方向
のコントラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル１４の
Δｕ'ｖ'を実施例１と同様にして調べた。結果を表２に示す。
【０１４６】
［比較例７］
　実施例１において作製した片側保護層付きの偏光子Ａを用いた（すなわち、第１の光学
補償層を設けなかった）以外は、実施例１と同様の方法で、液晶パネル１５及び液晶表示
装置１５を作製した。得られた液晶表示装置１５の正面方向のコントラスト比、用いた光
学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル１５のΔｕ'ｖ'を実施例１と同様に
して調べた。結果を表３に示す。
【０１４７】
［比較例８］
　実施例１において作製した片側保護層付きの偏光子Ａを用いた（すなわち、第１の光学
補償層を設けなかった）以外は、実施例２と同様の方法で、液晶パネル１６及び液晶表示
装置１６を作製した。得られた液晶表示装置１６の正面方向のコントラスト比、用いた光
学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル１６のΔｕ'ｖ'を実施例１と同様に
して調べた。結果を表３に示す。
【０１４８】
［比較例９］
　実施例１において作製した片側保護層付きの偏光子Ａを用いた（すなわち、第１の光学
補償層を設けなかった）以外は、実施例３と同様の方法で、液晶パネル１７及び液晶表示
装置１７を作製した。得られた液晶表示装置１７の正面方向のコントラスト比、用いた光
学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル１７のΔｕ'ｖ'を実施例１と同様に
して調べた。結果を表３に示す。
【０１４９】
［比較例１０］
　実施例１において作製した片側保護層付きの偏光子Ａを用いた（すなわち、第１の光学
補償層を設けなかった）以外は、実施例４と同様の方法で、液晶パネル１８及び液晶表示
装置１８を作製した。得られた液晶表示装置１８の正面方向のコントラスト比、用いた光
学補償層付き偏光板のクニック、および、液晶パネル１８のΔｕ'ｖ'を実施例１と同様に
して調べた。結果を表３に示す。
【０１５０】
［比較例１１］
　２，２'－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン（６ＦＤＡ
）と２，２'－ビス（トリフルオロメチル）－４，４'―ジアミノビフェニル（ＰＦＭＢま
たはＴＦＭＢ）とを出発原料として用い、定法にしたがって、ポリイミドを調製した。得
られたポリイミドを１５重量％となるようにシクロヘキサノンに溶解することにより調製
した溶液を、ＰＥＴフィルム（厚み：５０μｍ）上に３０μｍの厚みで塗布した。次いで
、１００℃、１０分の乾燥処理を行うことにより、ポリイミドフィルム（屈折率分布：ｎ
ｘ＝ｎｙ＞ｎｚ、Ｒｅ［５９０］＝１．０ｎｍ、Ｒｔｈ［５９０］＝１６０ｎｍ、厚み：
４μｍ）を得た。得られたポリイミドフィルムを第２の光学補償層として用いた以外は、
実施例１と同様の方法で、液晶パネル１９及び液晶表示装置１９を作製した。得られた液
晶表示装置１９の正面方向のコントラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、
および、液晶パネル１９のΔｕ'ｖ'を実施例１と同様にして調べた。結果を表３に示す。
【０１５１】
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［比較例１２］
　第２の光学補償層として、比較例１１で作製したポリイミドフィルムを用いた以外は、
実施例２と同様の方法で、液晶パネル２０及び液晶表示装置２０を作製した。得られた液
晶表示装置２０の正面方向のコントラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、
および、液晶パネル２０のΔｕ'ｖ'を実施例１と同様にして調べた。結果を表３に示す。
【０１５２】
［比較例１３］
　第２の光学補償層として、比較例１１で作製したポリイミドフィルムを用いた以外は、
実施例３と同様の方法で、液晶パネル２１及び液晶表示装置２１を作製した。得られた液
晶表示装置２１の正面方向のコントラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、
および、液晶パネル２１のΔｕ'ｖ'を実施例１と同様にして調べた。結果を表３に示す。
【０１５３】
［比較例１４］
　第２の光学補償層として、比較例１１で作製したポリイミドフィルムを用いた以外は、
実施例４と同様の方法で、液晶パネル２２及び液晶表示装置２２を作製した。得られた液
晶表示装置２２の正面方向のコントラスト比、用いた光学補償層付き偏光板のクニック、
および、液晶パネル２２のΔｕ'ｖ'を実施例１と同様にして調べた。結果を表３に示す。
【０１５４】
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【表２】

【０１５５】
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【表３】

【０１５６】
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　表２および３に示されるとおり、第２の偏光子の透過率（Ｔ２）が、該第１の偏光子の
透過率（Ｔ１）よりも大きい本発明の液晶パネルは、高いコントラスト比を実現すること
ができる。さらに、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有する光学補償層を液晶パネルの両
側に設けることにより、高いコントラスト比を実現するとともに、方位角色変化を顕著に
小さくすることができる。
【０１５７】
　また、光学補償層が偏光子の保護層を兼ねる場合において、光学補償層と偏光子とを、
金属化合物コロイドを含有するポリビニルアルコール系接着剤を介して貼着することによ
り、クニックを低減することができる。
【産業上の利用可能性】
【０１５８】
　本発明の液晶パネルおよびそれを含む液晶表示装置は、パーソナルコンピューター、液
晶テレビ、携帯電話、携帯情報端末（ＰＤＡ）、プロジェクター等に好適に利用され得る
。
【図面の簡単な説明】
【０１５９】
【図１】本発明の好ましい実施形態における液晶パネルの概略断面図である。
【図２】本発明の液晶表示装置がＶＡモードの液晶セルを採用する場合に、液晶層の液晶
分子の配向状態を説明する概略断面図である。
【図３】本発明に用いられる偏光子の代表的な製造工程の概念を示す模式図である。
【図４】本発明の好ましい実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【符号の説明】
【０１６０】
３０　第１の偏光子
４０　第１の光学補償層
５０　液晶セル
５１、５２　基板
５３　液晶層
５４　スペーサー
６０　第２の光学補償層
７０　第２の偏光子
８０　バックライトユニット
８１　光源
８２　反射フィルム
８３　拡散板
８４　プリズムシート
８５　輝度向上フィルム
１００　液晶パネル
２００　液晶表示装置
３０１　ポリビニルアルコール系樹脂を主成分とする高分子フィルム
３００　繰り出し部
３１０　膨潤浴
３２０　染色浴
３１１、３１２、３２１、３２２、３３１、３３２、３４１、３４２、３５１、３５２　
ロール
３３０　第１の架橋浴
３４０　第２の架橋浴
３５０　水洗浴
３６０　乾燥手段
３７０　偏光子
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【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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